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観光施設メディアラボ
公益社団法人国際観光施設協会編

観光施設協会の取り組み

　公益社団法人国際観光施設協会で
は、さまざまな公益活動の一つとし
て、観光施設の耐震化の促進にも取
り組んでおります。今回は、観光施
設の所有者様向けに、改正耐震改修
促進法の概要について、ご紹介をさ
せていただきます。 

耐震診断の義務付け建築物

　不特定かつ多数の者が利用する大
規模な建築物の耐震化を促進するた
めに、平成 25 年、建築物の耐震改修
の促進に関する法律（耐震改修促進
法）が改正されました。ホテル・旅
館のうち以下に該当する建物は、平
成 27 年 12 月 31 日 ま で に 耐 震 診
断を実施し所管行政庁に報告をする
ことが義務付けられました。①旧耐
震建物で 3 階以上かつ延べ床面積
5000㎡以上の建物　②特定緊急輸送
道路の沿道建築物（図１）。

耐震診断の結果の公表

　耐震診断の義務付け建築物は、平
成 27 年度末以降、所管行政庁よりイ
ンターネット等により、耐震化の状
況が公表されます。建物概要（名称、
位置他）、耐震診断の結果、今後の耐
震化の予定が公表されます。

耐震診断・補強設計・補強工事

　耐震診断と耐震補強設計業務の費

用については、平成 27 年 5 月 25 日
に国交省告示 670 号「建築士事務所
の開設者が耐震診断及び耐震改修に
係る業務に関して請求することので
きる報酬の基準」が公示されました。
告示 670 号の略算式により算出した
業務費用のを図 2 に示します。業務
費用は延べ床面積にもとづく略算式
から算出されます。
　耐震診断の業務の手順は、最初に既
存図面の内容を調査する図書調査から
始めます。既存図面がどの程度残って
いるかが、その後の業務量に大きく影
響します。図書調査から現地調査工事
の計画を作成し、現地調査工事を行な
います。現地調査工事では、コンクリー
ト強度などを調べます。現地調査工事
の結果から耐震診断計算を行ない、耐
震診断の判定結果（Is 値）を算出しま
す。耐震診断の業務のフロー図を図 3
に示します。
　耐震補強設計は、最初に耐震診断
結果をもとに概算の補強案を作成し、
建物所有者様やホテル・旅館の運営
者様方と補強方針を協議します。ホ
テル・旅館の補強計画の作成におい
ては特に、工事中や補強後の宿泊施
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地震発生時に閉塞を防ぐべき道路として指定する道路（変更後）

図１ 東京都の特定緊急輸送道路

道路中心から45 度の線に架
かる建物は沿道建物として指
定されます。

凡例
高速道路（第一
次緊急輸送道路）都と区氏町村本部間及び都と他

県との連絡を図る道路第一次緊急輸
送道路
第二次緊急輸
送道路

第一次緊急輸送道路と主要初
動対応機関との連絡を図る道路

第三次緊急輸
送道路

主に緊急物資輸送拠点間の連
絡を図る通路
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第６回　ホテルの安全・安心 2. 耐震改修促進法の施行と耐震診断

の二分の一を減額することができま
す。ただし耐震改修工事費の 2.5％が
上限です。

融資制度

　日本政策金融公庫による融資制度
（防災・環境対策資金）等のほか、都
道府県においても、利子補給による
利率の引き下げや信用保証料の優遇
措置が講じられる場合があります。
各都道府県により異なります。

安全認定

　補強工事完了後、安全認定（耐震
改修促進法第 22 条第 1 項の規定に
基づく基準適合建築物の認定）を申
請、取得することができます。耐震
安全性が確保された法的な証しとな
ります。さらに各都道府県等が発行
している「耐震安全マーク」を取得
し掲示することもできます。利用者
様方に建物の耐震安全性をアピール
することができます。

設としての機能の維持のほかに、美
観等に配慮する必要があります。補
強方針の決定後、それに沿って詳細
な設計（実施設計）を行ないます。
実施設計図から工事費用の見積を行
ない、工事業者を選定します。
　補強工事は、最初に工事計画の作
成から始まります。工事中の騒音や
振動、客室動線とサービス動線の確
保について、ホテル・旅館の運営者
様方と協議の上、工事計画を作成し
て、工事を実施します。

補助金制度

　国は耐震対策緊急促進事業として、
耐震診断の義務付け建築物の所有者
等が行なう、耐震診断・耐震改修設計、
耐震改修工事の費用負担を軽減する
ために、緊急的・重点的な補助制度
を設けています。補助金の支給期限
は平成 27 年度末まででしたが、平成
27 年 12 月 25 日に平成 30 年度末着
手まで時限措置が延期されることが、

閣議決定されました。
　補助金額は額対象建築物が所在する
地方公共団体に補助制度が整備されて
いる場合とされていない場合で、図 2
のように変わります。補助率や補助制
度の有無、その要件は、地方公共団体
に直接確認する必要があります。

税制の優遇制度

　法人税・所得税について、平成 27
年 3 月 31 日までに耐震診断の結果
の報告を行なった者のうち、５年以
内に耐震改修工事を行なう場合、耐
震改修により取得し、または建築し
た建築物の部分について、その取得
価額の 25％の特別償却ができます。
　固定資産税について、平成 27 年 3
月 31 日までに耐震診断の結果の報
告を行なった者のうち、平成 29 年 3
月 31 日までの間に、国の補助を受け
て、現行の耐震基準に適合させる耐
震改修工事を行なった者は、耐震改
修工事が完了した年の翌年度から 2
年間分の固定資産税について、税額

耐震診断の費用耐震診断の費用※

補強設計の費用※

※国交省告示 670 号の概算式により、標準外業務が
無い場合を算出。

図２ 耐震診断・補強設計の費用 図３ 耐震診断のフロー図


